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はじめに 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
経済成長によってこれまで多くの人々が

貧困から抜け出し、かつてないほどモノ

を利用できるようになりました。これは

素晴らしいことですが、しかし、これほ

どの富の増大や生活水準の上昇は、私た

ちの自然資源の消費レベルが非常に高い

ことを意味しています。それはつまり、

消費活動に対し、より批判的な目を向け

る必要があるということでもあります。 

 

サーキュラー・エコノミーとは、持続的

な成長を実現することにほかなりません。

つまり、原材料をできる限り賢く、何度

も使えるように意識しながら、自然資源

を利用し、製品を設計するのです。一度

使って終わりではなく、新たな製品を再

生しなければなりません。 

 

循環性の高い経済への転換は、環境だけ

でなく、デンマーク企業の競争力にとっ

ても大きな可能性を持っています。 

 
使用する資源を減らし、リサイクル率を

増やすことで、企業は少ないリソースか

ら更に多くの価値を得ることができます。 

 

また、更なるサーキュラー・エコノミー

への転換は、国連「持続可能な開発目標」

の達成に積極的に貢献しようとする政府

の実行計画において、重要かつ必要なス

テップのひとつです。 

 

政府の「サーキュラー・エコノミー戦略」

は、企業、消費者、公的機関と協力して、

こうしたポテンシャルを具現化しようと

するものなのです。 

 

 

 
環境・食料省大臣 
ヤコブ・エレマン－イェンセン 

 

商務・金融省大臣 
ラスムス・ヤーロブ 
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サーキュラー・ 

エコノミー戦略の取組み 

1. 中小企業におけるサーキュラー・ビジネス事業開発を促進する。 

2. サーキュラー・ビジネスモデルの中小企業が、当局にワンストッ

プでアクセスできるようにする。 

3. サーキュラー・ビジネスモデルの資金調達枠を拡大する。 

4. データを活用したイノベーションにより、サーキュラー・

エコノミーを推進する。 

5. 製品政策にサーキュラー・エコノミーを取り入れる。 

6. 欧州におけるサーキュラー・エコノミーに関する標準化策定

作業にデンマークも積極的に参加する。 

7. サーキュラー・ビジネスモデルの調達を推進する。 

8. 公共調達において総所有コストをより重視する。 

9. 生活廃棄物の収集において、より整合性のとれた方法を促進する。 

10. 廃棄物やリサイクル原材料の市場で公正な条件を確保する。 

11. 廃電気・電子機器（WEEE）の管理を自由化する。 

12. サーキュラー・エコノミーの規制障壁に対応するための

基金を設立する。 

13. 自発的にサステナブル・クラスに分類する。 

14. 選択的な解体を普及する。 

15. バイオマスを更に有効活用する。 
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更なるサーキュラー・ 

エコノミーへ 
 

 
更なるサーキュラー・エコノミーへの転

換は、環境にとって大きな可能性を持つ

と同時に、デンマーク企業の競争力を高

める可能性もあります。サーキュラー型

企業は、生産能力の活用度を高め、デザ

インや生産段階で使う資源を抑え、リサ

イクル率を増やし、廃棄物の発生を減ら

すことで、コストを一定程度削減するこ

とができます。製品デザインの改善、再

製造、サービス形式での製品販売を通じ

て、同じ量の資源からより多くの価値を

創出できます。 
 

デンマーク企業が高いレベルの競争力を

維持し、自然資源の持続可能な管理やデ

ンマーク経済の継続的成長に寄与するソ

リューションを提供できるよう、政府は

今の生産や消費のあり方に再考を促した

いと考えています。より循環性の高い経

済が求められています。 

 

サーキュラー・エコノミーでは、資源や

製品が再循環され、その価値がフル活用

される結果、廃棄物は最小限となります。

建築物や製品は、廃棄ではなく再利用、

修理、リサイクルを前提にデザインされ

ます。製品・サービスを所有することな

く共有・利用しやすくなります。単なる

エネルギー回収ではなく、バイオマスが

医薬品、バイオ製品、食材などに利用さ

れます。廃棄物や廃水を質の高い原材料

として再循環できるよう、問題のある化

学製品は段階的に排除されます。ある企

業の余剰生産や廃棄物は、別の企業の貴

重な原材料となります。要するに、生産

や消費の循環性を高めると、自然資源に

対する圧力を和らげ、将来世代の為に環

境を改善することができるのです。 

 

 

 

 

ただし、環境及び経済的な観点から、廃

棄物のリサイクルよりも焼却や埋め立て

のほうが都合がよいケースもあります。

環境負荷物質の再循環を避けるのは、そ

の最たる例です。 

 

サーキュラー型のアプローチは、急成長

中の、環境にやさしい技術・サービスの

グローバル市場に照準を合わせた、新し

いビジネスモデルへの転換を加速させる

可能性があります。サーキュラー・エコ

ノミーは間違いなく、バイオエコノミー、

持続可能な建築、資源効率の高い生産を

中心とした分野でデンマークの地盤を拡

大するための選択肢のひとつです。これ

によって、サーキュラー・エコノミーへ

の転換を促す新しいテクノロジーやサー

ビスの開発・輸出のフロントランナーに

なる、との選択肢が生まれます。 

 

デンマークは既に、循環性の高い経済へ

向けた重要な施策を講じています。サー

キュラー型の製品設計、新しいビジネス

モデル、リサイクルの増大には大きな経

済的ポテンシャルがあるため、実業界の

一部はサーキュラー型思考を早くも取り

入れていますし、多くの公的機関は建築

や調達においてサーキュラー・エコノミ

ーを積極的に推進しはじめています。焼

却する廃棄物の割合はまだまだ少なくあ

りませんが、リサイクルが徐々に進展し

ているのも事実です。また、デンマーク

は廃棄物の埋め立て量が最も少ない国の

ひとつでもあります。
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デザイン・ 
生産 

 
 

 
消費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
リサイクル 

 

 
 

廃棄物管理分野での競争導入 

2016年9月、政府は廃棄物の利用拡大を柱

とする「ユーティリティ戦略」をスター

トさせました。同戦略はサーキュラー・

エコノミーの創出に貢献する重要なカギ

です。従って「サーキュラー・エコノミ

ー戦略」は「ユーティリティ戦略」と密

接に相関し、それをフォローアップする

ものと考える必要があります。 

 

ユーティリティ戦略では、廃棄物の焼却

を「競争にさらす」との提案が示されま

したが、これはデンマークの廃棄物管理

分野で長年、焼却が好まれてきたことに

対する挑戦と言えます。地方自治体は焼

却プラントに多額の投資をし、生活廃棄

物や商業廃棄物をそれらのプラントへ送

る立場にあったため、廃棄物をリサイク

ルせず、プラントをフル稼働させようと

してきたのです。 

 
リサイクル可能な廃棄物を活用しようと

いうユーティリティ戦略の提案は、そう

した廃棄物の分別を促す大型選別プラン

トの建設に対する障害を取り除く効果が

あるでしょう。更に、市民が自治体サー

ビスを利用する義務をなくそうとの提案

もあり、これによって企業は回収システ

ムを導入し、新しい革新的なリサイクル

ソリューションを目指しやすくなるでし

ょう（次ページを参照）。
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政府のユーティリティ戦略 

――廃棄物管理分野での競争導入 

 
 

サーキュラー・エコノミー諮問委員会の答申を

ふまえ、政府はユーティリティ戦略の中で、廃

棄物の焼却、リサイクル可能廃棄物の管理を競

争にさらすことを提案しました。消費者や企業

がサーキュラー・エコノミーへの転換に貢献し、

家庭や企業に資する効率的な廃棄物管理方法を

獲得するための選択肢を提供したいというのが、

政府の考えです。 
 

焼却の前にリサイクルを検討させるインセンテ

ィブの強化 

廃棄物管理分野の経済的規制は、リサイクルで

はなく焼却を選ぶ動機となります。規制は余剰

キャパシティにつながりかねず、地方自治体は

プラントをフル稼働させるため、自分たちの施

設で廃棄物を焼却しようとします。中にはリサ

イクル可能なものもあったかもしれません。他

のプラントのほうが安く焼却できたかもしれま

せん。これが原因で、デンマークでは他のEU諸

国に比べて廃棄物焼却の割合が高く、企業は廃

棄物処理の最適解を探そうとしないのではない

かと思われます。 

 
そこで政府はユーティリティ戦略の中で、自治

体は焼却に適した生活廃棄物を入札にかけなけ

ればならないと提案しました。ねらいは、すべ

ての当事者が廃棄物に等しくアクセスできるよ

うにし、その結果、リサイクルに価値を見いだ

した企業はリサイクルを行い、リサイクルでき

ないものは最も効率の高い施設で焼却されるよ

うにすることです。政府はまた、自治体や民間

の焼却プラントは同じ条件で競争しなければな

らないとも提案しました。これによって、ごみ

焼却業界で余剰キャパシティが発生するリスク

を減らそうというのです。 

廃棄物リサイクルへのアクセス改善 

リサイクル可能廃棄物の規制は、地方自治体が

一部のリサイクル可能廃棄物を扱い、民間企業

がそれ以外を扱うという一種の分離を招きます。

そのため企業は、たとえば、リサイクルコスト

の削減効果があり、リサイクル可能物の分別率

アップにつながる大型選別プラントを新しく建

設しようとしない可能性があります。更に、リ

サイクルへの民間投資がデンマーク市場を回避

するおそれもあります。その結果、サーキュラ

ー・エコノミーを後押しするはずの競争やイノ

ベーション、開発が制限されます。 

 

そこで政府はユーティリティ戦略の中で、リサ

イクル可能廃棄物の処理に競争原理を導入する

ことを提案しました。これにより市場の安定が

確保され、分別率を高める大型選別プラントの

新設が利益を生むという形で、より多くの廃棄

物がそこへ送られることが期待されます。 

 

現在、市民は自治体のごみ収集サービスを利用

しなければなりません。ですから、部品や素材

を新しい製品にリサイクルできるかもしれない

のに、寿命がきた自転車などをスクラップ業者

へ持ち込むことはできません。寿命のきた製品

を回収してできる限り多くの価値を生み出そう

とする企業にとって、これは高い障壁です。 

 

従って政府はユーティリティ戦略を利用して、

地方自治体に一任される権利と、自治体サービ

スを利用する市民の義務をなくすことを提案し

ました。これは、リサイクルのための回収シス

テムや新しい革新的なビジネスモデルなどを通

じて、企業がサーキュラー・エコノミーへの転

換に貢献しやすい環境を創るのがねらいです。 
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サーキュラー・エコノミーへ向けた政府の目標と6つの取組み分野 

 

 

ここまで相当の進歩があったとはいえ、

価値創造の増大がプラスの環境影響を更

に生むというサーキュラー・エコノミー

への転換を加速させることはまだまだ可

能です。更なるサーキュラー・エコノミ

ーへの転換によるポテンシャルをデンマ

ークの実業界でフルに実現するため、政

府のサーキュラー・エコノミー諮問委員 

 

 

 

 

会は2017年6月7日、デンマーク実業界に

とってのビジョン、目標、基準とともに、

27の具体的提言を発表しました。 

 

これら27の提言を受けて、政府は本戦略

により、デンマークの実業界がサーキュ

ラー・エコノミーへの転換を牽引するた

めの下地を整えたいと考えています。
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資源の有効利用やリサイクル、廃棄物の

抑制など、サーキュラー・エコノミーを

促進するのが政府の目標です。 
 
 
 
1

国連「持続可能な開発目

標」の達成に向けた政府

の実行計画で指標となる

のは、デンマークの資源

生産性（GDP／DMC（国内

物質消費量）。今後はGDP

／RMC（一次資源等価換算

物質消費量））と、総廃

棄物に占めるリサイクル

比率（土壌及び鉱物廃棄

物を除く）。 

 

 

 
 
 

 

 

図1 
デンマークの 

資源生産性 

また、デンマークの企業、消費者、公的

機関の共同活動の中で、サーキュラー・

エコノミーの経済的・環境的ベネフィッ

トの実現をサポートする枠組みを築きた

いとも考えています。資源の有効利用や

リサイクル、廃棄物の抑制など、サーキ

ュラー・エコノミーを促進するのが政府

の目標です。進捗把握の指標として、デ

ンマークの資源生産性（図1）と総廃棄

物に占めるリサイクル比率（図2）を用

います1。 
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出典：デンマーク統計局、ユーロスタット（過去の推移）。デンマーク環境保護庁 環境プロジェクトNo. 1838（2016年） 

注：資源生産性は、製品・サービスの生産に使われた物質から生まれる経済的価値の指標。ここでは国内物質消費量（DMC）

と経済成長（GDP）の関係を見ている。 

年 
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図2 

EUにおける廃棄物処理 
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出典：ユーロスタット 

注：土壌及び鉱物廃棄物を除く総廃棄物のデータ。ユーロスタットの廃棄物指標を参照。デンマークの2014年の総廃棄物はデン

マーク環境保護庁が調整しているが、新しい数字はまだユーロスタットのデータベースで入手できない。「埋め立て（及び

その他の処分）」の対象は、エネルギー回収を伴わないあらゆる埋め立てと焼却。「焼却（及びその他の回収）」は、エネ

ルギー回収を伴う焼却と埋め戻し（土壌・鉱物はこのデータに含まれないため、埋め戻しは限定的）。「リサイクル」は、

無機・有機物質のリサイクル。 
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更なるサーキュラー・エコノミーへの転換を 

サポートするため、政府は6つの分野で取組みを 

スタートさせます。 

 

その概要は、 

 
1. サーキュラー・エコノミーへの 

転換の推進役としての企業の強化。 

2. データとデジタル化を通じた    

サーキュラー・エコノミーの    

サポート。 

3. デザインによるサーキュラー・

 エコノミーの促進。 

4. サーキュラー・エコノミーを通じた

消費パターンの変革。 

5. 廃棄物とリサイクル原材料が  

適切に扱われる市場の創出。 

6. 建築物やバイオマスからの更なる

価値獲得。 
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サーキュラー・エコノミーへの転換に対

する幅広い支援 

サーキュラー・エコノミーは、様々な分

野にまたがる幅広いテーマです。従って、

欧州全体で調整のとれた枠組みによる共

通のアプローチを確保し、デンマーク実

業界の競争上の歪みという形で不要な負

荷を生むことなく、新しいチャンスを利

用できるようにしなければなりません。

従って政府は、サーキュラー・エコノミ

ーに対するEUの意欲的なアプローチを支

援し、加盟国間で調整のとれた枠組みを

築くための取組みが行われるようにしま

す。EUでのサーキュラー・エコノミー推

進に向けた欧州委員会の行動計画及び法

案パッケージは、欧州において競争、資

源生産性、雇用創出、供給安全保障、自

然資源の持続可能な利用を促す上で重要

な貢献要因となります。また、更なるサ

ーキュラー・エコノミーへの転換は、国

連「持続可能な開発目標」を見据えた政

府の実行計画の実現に寄与することでも

あります。 

 

政府は企業を、サーキュラー・エコノミ

ーへの転換の主たる推進役と捉えていま

す。それは正しい枠組みが整備され、実

業界がフロントランナーとしてこのタス

クに責任をもって取り組むための前提条

件です。しかし、官と民の双方がこの課

題達成をサポートしなければ、サーキュ

ラー・エコノミーへの転換から得られる

環境・経済面の大きなポテンシャルを実

現することはできません。公的部門は、

サーキュラー型ビジネスモデルに見いだ

される新たなチャンスを民間企業がもの

にできるような枠組みを構築しなければ

なりません。 

 

2017年6月の《サーキュラー・エコノミ

ーサミット》で、政府はデンマーク産業

連盟、デンマーク商工会議所、デンマー

ク建築協会、デンマーク農業理事会と、

このテーマを重視することを合意しまし

た。これら4つの業界団体を中心とした

支援を受け、サーキュラー・エコノミー

諮問委員会は、2014～2030年に資源生産

性を40%増加させ、リサイクル率を58%か

ら80%に引き上げるという目標を設定し

ました。これはもっぱら経済界自身の目

標です。 

 

 

 

 

 

 

 

政府は本戦略により、サーキュラー型の

開発を加速させるという約束を果たしま

す。同時に本戦略は、野心的で持続可能

な「グリーン転換」を目指す政府の計画

の実現にも貢献します。つまり競争力や

雇用だけでなく、自然や環境にも目配り

がなされるのです。実業界、地方自治体、

各地域や組織、知識機関、市民が力を合

わせて、デンマークを更なるサーキュラ

ー型の国にしていきましょう。 
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企業――サーキュラー・

エコノミー転換の   

推進役 

2南デンマーク大学（2015

年）：デンマーク産業の

資源節減の可能性。人件

費への換算で参考にした

のは、コペンハーゲン・

エコノミクス（2013

年）：デンマーク産業の

資源生産性と競争力。 

 

 

 

デンマークの企業は資源生産性が既に高

いほうですが、改善の余地はまだ十分に

あります。デンマークの産業の生産コス

トの半分を原材料と加工品が占めていま

す（図3を参照）。 

 

既存のテクノロジーをうまく利用すれば、

産業界は材料費を210億デンマーククロ

ーネ削減できます。これは人件費換算で

1時間当たり50クローネの節減に相当し

ます2。新しい市場へのアクセスを増やし、

競争力を高めようとする企業は、サーキ

ュラー型のソリューションやサービスの

開発を重視するとよいでしょう。耐用年

数が長く、修理・再利用・リサイクルが 

 

 
 
 
 

容易な製品や部品をデザインすることで、

ビジネスを向上させることができます。

また、原材料の効率的な利用、シェアリ

ングエコノミー、再製造、「サービスと

しての製品」モデル（製品の利用権を売

り、所有権は企業側が持つ）などを通じ

て、同じ量の資源からより多くの価値を

創出することができます。 

 

特に大企業は、サーキュラー・エコノミ

ーへの転換に既に踏み出しています。し

かし中小企業の多くにとっては、サーキ

ュラー型ビジネスモデルのポテンシャル

を実現するのは簡単ではありません。

 
 

 

図3 

デンマーク産業の 

生産コスト 
 

 
 

 

 
出典：デンマーク統計局 

注：デンマーク産業の生産コスト（2014年） 

 
52% 原材料及び加工品 

7% エネルギー費 

18% サービス、水などの費用 

23% 人件費など



16 サーキュラー・エコノミー戦略 

 

 
3エピニオン

（2017年） 

 
これは何よりも知識や時間、資本がない

こと、そして中小企業が転換を遂げるに

は比較的コストがかかることが原因です。

従って政府は、サーキュラー・エコノミ

ーへの転換の推進役としての企業を強化

するため、以下の取組みをスタートさせ

ます。 

 

取組み1：中小企業における

サーキュラー・ビジネス事業

開発を促進する 

多くの中小企業は、サーキュラー型の

製品デザイン、生産プロセス及びビジ

ネスモデルに潜むベネフィットを享受

 
するための知識や能力が不足しています。

610の中小企業に対するある調査3による

と、88%がサーキュラー・エコノミーを

前向きに捉えていますが、51%はサーキ

ュラー・エコノミーを活かすための知識

がないと答えています。アドバイザリー

サービスなどがないことが、サーキュラ

ー型ビジネスモデル確立の障害になって

いるといいます。つまり、デンマーク企

業はサーキュラー型の思考に可能性を見

いだしているものの、サーキュラー・エ

コノミーをコア事業や戦略経営に取り入

れる際、知識やリソースの不足が大きな

課題となっているのです。 

 

 
 

 

 
                               高等教育、研究開発、実証によるサーキュラー・エコノミーの促進 

 
 

教育・研究機関は、サーキュラー・

エコノミーへの転換の関係者を含む

ターゲットグループのニーズに適合

したカリキュラムを提供することな

どにより、サーキュラー・エコノミ

ーへの転換を支えます。高等教育・

科学省はサーキュラー・エコノミー

諮問委員会の提言を高等教育機関の

幹部とともに検討します。サーキュ

ラー・エコノミーは、将来的な研究

への戦略的投資の基礎となる政府の

「RESEARCH2025」カタログで支配的

な地位を占めています。研究分野に

おける施策の一例として、2017年に

オーフス大学にサーキュラー型バイ

オエコノミーセンターが設立されま

した。また、政府がデンマーク社会

民主党、デンマーク国民党、デンマ

ーク社会自由党、デンマーク社会人

民党と結んだ、研究用資金の配分に

関する政治合意（2018年）や2018年

財政法以外にも、総額で10億クロー

ネ近くが研究に配分されています。 

 

これはサーキュラー・エコノミー

中心に使うことができる資金です。

配分先は以下のプログラムです。 

• 「グリーン成長」「バイオリソー

ス」のテーマに1億8,600万クロー

ネ（2018年）。イノベーション・

ファンド・デンマークの後援。 

• デンマーク・エコイノベーショ

ン・プログラムに対して2018年に

8,800万クローネ、2019～2020年

に約2,500万クローネ／年。 

• グリーン開発・実証プログラムに

対して2018～2020年に1億8,000万

クローネ／年。 

• エネルギー技術開発・実証プログ

ラムに対して2018年に3億8,000万

クローネ、2019～2020年に約1億

8,000万クローネ／年。 

• 市場成熟プログラム「イノベイト

（Innovayt）」に3,100万クロー

ネ（2018年）。



サーキュラー・エコノミー戦略 17 

 

 
こうした障害を克服するため、中小企業

でサーキュラー・ビジネスモデルの開

発・実行・拡張を促進する国家的取組み

がスタートします。具体的には、サーキ

ュラー型ビジネスモデルをどこでどのよ

うに開発・実行・拡張すればよいかにつ

いて、民間の専門家からアドバイスをも

らうための資金を企業に50%援助するほ

か、必要に応じて、補助的な機器類の費

用も援助します。サーキュラー型ビジネ

スモデルへの転換をサポートするための

知識やリソースを中小企業に提供するの

がねらいです。 
 

取組み2：サーキュラー・ビ

ジネスモデルの中小企業が、

当局にワンストップでアクセ

スできるようにする 

サーキュラー・エコノミーを目指す企業

はそうでない企業に比べて規制上の新し

い障壁に直面しやすく、より多くの規制

障壁に阻まれることもしばしばです。そ

の主な原因は、サーキュラー・ビジネス

モデルが革新的であること、そして既存

のバリューチェーンや規制の枠を越える

企業が規制上は考慮されていないことに

あります。加えて、現行法制下で新しい

ビジネスモデルが適用可能かどうかを当

局が評価するのに時間がかかることも少

なくありません。従って投資環境が不安

定になり、企業は革新的なサーキュラー

型テクノロジーやビジネスモデルの利用

をあきらめるか、デンマークではなく国

外での活動を選ぶようになります。 

 
そこで政府は、現行法制下で新しいテク

ノロジーやビジネスモデル、生産方法が

適用可能かどうかを早く見極められるよ

う、サーキュラー型ビジネスモデルの企

業が、当局にワンストップでアクセスで

きるようにしていきます。 

 

 

 
取組み3：サーキュラー・ 

ビジネスモデルの資金調達

枠を拡大する 

既に現在、デンマークグリーン投資ファ

ンド、デンマーク成長ファンド、イノベ

イトなど、グリーン投資に焦点を当てた

官民の投資ファンドがあります。更にイ

ノベーション・ファンド・デンマークは、

成長や雇用に資する研究や革新的ソリュ

ーションにつながる知識・技術の開発に

資金を助成します。つまり、様々な成熟

度の企業やサーキュラー型の企業が資本

を利用できる仕組みが整っています。た

だし、投資家やファンドにとって十分魅

力的なビジネスモデルを備えていること

が前提です。また、サーキュラー型のビ

ジネスアイデアと投資家の橋渡しをする

ことを主眼とした民間プログラムもあり

ます。現在、デンマークグリーン投資フ

ァンドは保証の提供が認められていませ

んが、他の政府系ファンドでは可能です。 

 

従って政府は、デンマークグリーン投資

ファンドが今後、保障の提供をできるよ

うにする予定です。これによって同ファ

ンドはより多様なプロジェクトに資金を

供給できるようになり、サーキュラー型

企業をはじめとする新しいグリーン企業

にとっては、ビジネスモデルの創造・開

発・成熟に応じた資金調達の選択肢が増

加します。 
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サーキュラー・  

エコノミーにおける

データとデジタル化 
 

 

 
デジタルソリューションは企業のビジネ

スモデル、中核的な公共サービス、市民

の日常生活における存在感を増していく

でしょう。デジタル化によって大量のデ

ータの保存・分析が可能になります。毎

日2.5セクスティリオンバイトのデータ

が生み出され、全データの90%は過去2年

以内に生み出されたものです。 

 

デジタル化及び大量のデータは、サーキ

ュラー・エコノミーへの転換に貢献する

可能性があります。たとえば、3Dプリン

トやセンサーの使用で廃棄物が減るかも

しれませんし、ビッグデータ、モノのイ

ンターネット（IoT）、シェアリングエ

コノミーのデジタルプラットフォームを

通じてスマートな消費が広がるかもしれ

ません。そして、トレーサビリティの拡

大、ブロックチェーンやロボットを使っ

た資源の選別によって、リサイクルを拡

大・改善できるかもしれません。また、

官民の関係者が環境データを使って意思

決定の質を高める可能性もあります。 

 

そこで政府は、データとデジタル化を通

じてサーキュラー・エコノミーを支援す

るため、以下のような取組みをスタート

させます。 

 

 

取組み4：データを活用した

イノベーションにより、サ

ーキュラー・エコノミーを

推進する。 

デジタル分野の技術開発や、新しいビジ

ネスモデルの開発は、ますますそのスピ

ードを速めています。デジタルセンサー、

IoTソリューションなどが物質の消費、質、

量の測定などに使われるようになると、

様々なモノの流れに関する大量のデータ

が常時生み出されます。こうしたデータ

は企業にとって貴重な情報となりえます。

なぜなら、たとえばコンクリートの製品

や建物にどんな素材が見つかるか、それ

はどこに見つかるか、どんな物質を含ん

でいるかが手に取るようにわかるからで

す。モノの流れの最適化に寄与する新し

いソリューションやサービスの開発とい

う点で、データはイノベーションの推進

役にもなる可能性があります。たとえば、

ごみを収集すべきタイミングをごみ箱が

業者に知らせてくれれば、輸送費を削減

し、リサイクルによる利益を増やすこと 

ができます。あるいは、製造機器などを

企業同士で共有し、余剰キャパシティを 
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うまく活用すれば、各企業の生産性が高

まり、コストを更に削減できるかもしれ

ません。 

 
しかし企業にとって、関連データにアク

セスして、あるデータセットのポテンシ

ャルを把握したり、増え続ける大量のデ

ータの中でそれを特定したりするのは至 

難の技でしょう。ですからデータの購入

には一定のリスクがつきまといます。実 

 

 

 

 

 

 

 

験に使えるリソースが限られる中小企業

は特にそうです。 

 

従って政府は、サーキュラー型事業開発

をサポートする可能性がある官民のデー

タの分析、更には、企業の需要が強いの

にアクセスしにくい官民のデータがある

かどうかの分析を行います。この分析で

は、データを使ってサーキュラー型ビジ

ネスモデルを推進する可能性についても 
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調べます。その結果、特定のデータセッ

トに大きな可能性があるとわかった場合

は、専門家や官民のデータ所有者のキー

パーソンと協議しながら、パイロットプ

ロジェクトを2、3立ち上げる予定です。

更に、建築物や遊休機械など、実業界の

余剰キャパシティや、寿命がきた医療機

器や建設資材など、公共の余剰機器の活 

 

 

 

用に際して革新的なソリューションを生

み出すことができる環境プロジェクトを

重視しながら、既存のイノベーションプ

ラットフォームを拡大します。また、デ

ンマークの資源生産性数値も高めてゆき

ます。 

 

シェアリングエコノミーを通じた成長戦略 

 
2017年10月、政府はシェアリング

エコノミーを通じた成長戦略をス

タートさせました。目標は以下の

通りです。 

• 成長やイノベーションの推進役

として、また固定的な資本・資

源ストックの活用を進める手段

として、デンマークはシェアリ

ングエコノミーの可能性を利用

しなければならない。 

• シェアリングエコノミーの枠組

みをより明確化し、デンマーク

国民と成長のために、信頼でき

る条件、より多くの選択肢、競

争環境を備えた「適切に機能す

る市場」を支援しなければなら

ない。 

 

• 税金は税法に従って支払わなけ

ればならない。 

• デンマークは発展に遅れをとる

ことなく、シェアリングエコノ

ミーが賢明かつ持続可能な方法

で成長に寄与しなければならな

い未来に備える必要がある。 

シェアリングエコノミーの目標を

主に支えるのは、幅広い指導や助

言、シェアリングエコノミーのた

めのデジタルレポーティング、住

居や別荘のレンタルに対する簡素

な税控除などです。 

デンマーク政府のデジタル成長戦略 

 
つ将来性のある規制、デジタル能

力の強化、中小企業のデジタル戦

略強化、データやITセキュリティ

の活用推進といった広範な取組み

を通じて、デンマーク企業のデジ

タル化を進めることを提言しまし

た。 

2018年1月、政府はデンマークのデ

ジタル成長戦略を発表しました。

デンマーク企業がデジタル化や新

しいテクノロジーによるビジネス

チャンスを活かせるような枠組み

をサポートしようとするもので

す。そのためにまず、「デジタル

成長パネル」の提言を実行に移し

ます。同パネルは、デジタル成長

にふさわしい環境の整備、迅速か 
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デザインによる  
サーキュラー・  
エコノミー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 EU第7次環境行動計画（～

2020年） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

サーキュラー・エコノミーへの転換にと

って、製品のデザインはきわめて重要で

す。素材や化学物質などの設計段階での

選択が、製品の寿命、部品や素材の再利

用の可能性を決めるからです。サーキュ

ラー型のデザインが持つ経済的ポテンシ

ャル以外にも、製品の環境負荷の8割が

設計段階で決まるといいます4。サーキ

ュラー型ソリューションのデザインとは、

資源の消費や廃棄を制限し、製品寿命を

延ばし、修理やリサイクルを容易にする

ことに重点を置き、それによって素材や

製品、サービスの価値を最大化すること

にほかなりません。 

 

従って政府は、デザインを通じてサーキ

ュラー・エコノミーを促進する為に以下

のような取組みを始めます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

取組み5：製品政策にサーキュ

ラー・エコノミーを取り入れ

る 

多くの製品は修理や解体、リサイクルを

考慮してデザインされてはいません。欧

州委員会はEUエコデザイン指令の中で、

エネルギー関連製品の環境要件にサーキ

ュラー・エコノミー促進に関わる要件を

更に取り入れることを決定しました。同

委員会はまた、製品の環境品質の新しい

測定方法を検討中です。そのどちらもデ

ンマーク企業に競争上有利になる可能性

があります。というのは、EU全域で平等

な条件で製品を販売でき、その比較的低

い環境負荷を見えやすくできるからです。
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政府は、環境や公衆衛生を引き続き高いレベルで保

護しつつ、製品デザインがサーキュラー・エコノミ

ーの中に更に組み込まれるよう努めます。 
 
 

 

ノルディック・スワン・エコラベルや 

EUフラワー・エコラベルは、一部エリア

で製品・サービスのサーキュラー・エコ

ノミー要件を設定しています。その結果、

消費者や企業、公的機関はサーキュラー

型の購買をしやすくなり、市場主導によ

るサーキュラー・エコノミーへの転換が

進みます。 

 
政府は、環境や公衆衛生を引き続き高い

レベルで保護しつつ、製品デザインがサ

ーキュラー・エコノミーの中に更に組み 

込まれるよう努めます。またデンマーク

の国益を確保するため、エネルギー関連

製品のサーキュラー・エコノミー要件や

製品の環境品質の報告に関するEUの作業

と関連した取組みを強化します。その他、

前述のエコラベルの普及を支援し、サー

キュラー・エコノミーを更に前進させる

エコラベルを普及しています。 

 
EUにおける政府のサーキュラー型製品政策 

 
 政府はEU内で首尾一貫した製品政策を

とり、総合的な評価でかなりの改善可

能性がありそうな製品群すべてについ

て、エネルギー効率とサーキュラー・

エコノミーの両面から要件を定めてい

ます。また、人間の健康や環境に対す 

るリスクを伴い、再利用やリサイクル

時に問題を引き起こす環境負荷物質の

使用を段階的に減らすよう努力してい

ます。そして最後に、サーキュラー・

エコノミーを更に前進させるエコラベ

ルを普及しています。 
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取組み6：欧州におけるサー

キュラー・エコノミーに関

する標準化策定作業にデン

マークも積極的に参加する 

新しい国際基準の策定は、デンマークの

サーキュラー・エコノミーへの転換にも

プラスになると思われます。市場の信頼

性や透明性が高まり、互換性のある製品

が作られ、国際的なサプライヤーやバイ

ヤーに接触しやすくなるからです。デン

マークは現在、サーキュラー・エコノミ

ーに関する欧州の標準化作業グループの

半数にしか代表者を出していません

（2019～2020年までに作業終了予定）。

これらの作業グループは、サーキュラ

ー・エコノミーの包括的・方法論的な基

準を策定しようとしています。そうした

基準は、今後の法的ガイドライン、企業

に求められる要件、サーキュラー・エコ

ノミーの枠組みに対する方法論的アプロ

ーチを築く上で役に立ちますし、他の製 

品の将来的な標準化作業にも影響を及ぼ

します。 
 

この標準化作業の中でデンマークの取組

みを強化すれば、サーキュラー・エコノ

ミーの基準に関する欧州作業グループか

ら、標準化作業に影響を与えたいと考え

るデンマーク企業に知識を伝えられるよ

うになります。従って政府は、サーキュ

ラー・エコノミーの基準策定をめぐる欧

州の作業においてデンマークの影響力を

高められるよう努めます。ねらいはサー

キュラー・エコノミーを促進し、デンマ

ーク企業の利益をできる限り守ることで

す。デンマークの影響力を可能な限り強

めるため、サーキュラー型製品の具体的

基準の策定作業をリードすることを目指

します。そのために政府は、デンマーク

規格協会がEUの標準化策定作業により関

われるように働きかける他、標準化策定

作業グループの事務局や議長を積極的に

務める意向です。

 
化学物質に関する共同取組み（2018～2021年）をめぐる政治合意 

 

デンマーク議会の全政党が結ん

だ、化学物質に関する共同取組み

をめぐる政治合意には、サーキュ

ラー型製品政策を支援する要素が

含まれています。エコラベル製品

を増やす活動（エコラベル制度の

啓発活動を含む）には400万クロー

ネが配分されました。EUプラスチ

ック戦略のフォローアップをねら

いとした、サーキュラー・エコノ

ミー及びプラスチックの化学物質

に関する取組みには410万クロー 

ネ、ポリ塩化ビニル中の有害物質

に対する取組み（他の物質への代

替）には400万クローネが配分さ

れました。また、製造や製品に使

用される望ましくない化学物質を

別のものに代替しようとする企業

イノベーションの支援活動には、

610万クローネが配分されまし

た。人間の健康や環境に悪影響を

及ぼす化学物質がサーキュラー・

エコノミーの障害になるからで

す。 
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サーキュラー・  

エコノミーを通じた

新たな消費パターン 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

消費及び消費パターンを変えることで、

企業、市民、公的セクターはサーキュラ

ー型ソリューションの市場をサポートす

ることができます。製品のリースやシェ

アリング（または製品ではなくサービス

の購入）によって活用率を高められるほ

か、サーキュラー型ソリューションを志

向すれば、資金の節約やリサイクルの増

進が可能です。同時に、設計者や生産者

にとっては、循環的な視点から考えるこ

との魅力が高まりますし、修理やメンテ

ナンスを続ければ、購入品の寿命を延ば

すこともできます。 

 

従って政府は、サーキュラー型の消費を

通じて新しいソリューションを生み出す

ため、以下のような取組みを始めます。 

 

 

 

 

 

 

 
取組み7：サーキュラー型の

調達を推進する 

企業や公的機関は製品・サービスの調達

に際して、より循環性の高い経済へと市

場を導くことができます。サーキュラー

型のソリューションを求めれば、設計者

や生産者にとっては、サーキュラー型の

製品・サービスを提供する魅力が高まり

ます。しかし調達者は往々にして、サー

キュラー型の製品・サービスをサプライ

ヤーに要求する方法や、そうした製品・

サービスを促進するための入札書類を作

成する方法を知りません。また、サーキ

ュラー型ソリューションを調達する経済

的・環境的メリットも十分理解していま

せん。そして、調達者が循環的な要件を

設定しやすくなるツールも不足している

ため、購入や入札に先立つ調達者と企業

の対話が十分行われません。 
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環境にやさしいサーキュラー型の公共調

達でデンマークが常にトップランナーで

いられるよう、政府は力を尽くします。

そのために何よりも、「グリーン公共調

達パートナーシップ」と「持続可能調達

フォーラム」（共同思考や調整を確保す

る為に最近、共同事務局が置かれました）

の拡張・発展を目指します。また、「責

任ある調達者」ポータルも更なる発展を

図ります。重視するのはやはり、サーキ

ュラー型の調達、調達者の能力向上、企

業や公的機関における透明性アップや知

識の共有です。「グリーン調達タスク 

 

 

フォース」はサーキュラー・エコノミー

により重点を置き、公的機関だけでなく

民間企業も対象にします。最後に、様々

な分野でサーキュラー型の調達を行った

経済的・環境的影響を分析します。分析

の中心は、環境にやさしいサーキュラー

型の製品・サービスの調達が、どの分野

で最大の経済的・環境的効果を発揮する

かです。 

教育を通じたサーキュラー・エコノミーの推進 

サーキュラー・エコノミーは既に

小中学校や職業訓練、更新研修

で、子ども、若者、大人向けカリ

キュラムに導入されています。 

 
• 小学校では、自然科学、社会

科学及び家庭科教育の中で、

サーキュラー・エコノミー

（サステナビリティや資源利

用を含む）に関するスキルや

知識を扱っている。 

• 高校では、自然科学、技術科

学、社会科学、経済学でサー

キュラー・エコノミーを教え

ることがある。 

• 職業校や労働実務訓練では、

カリキュラムに適宜、サーキ

ュラー・エコノミーが盛り込

まれる。 

新しい教材類が開発されたとき

は、サーキュラー・エコノミーを

カリキュラムに更に組み込むよう

にします。重点的にカバーするの

は、具体的な中身やターゲットを

定めたカリキュラム及びプログラ

ムが2018年にできあがる予定の、

新しい準備・基礎教育です。政府

はまた、職業訓練や更新研修の中

でサーキュラー・エコノミーの役

割を大きくする為に、成人職業訓

練協会（いわゆるVEUカウンシ

ル）との対話を目指します。 
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取組み8：公共調達において

総所有コストをより重視す

る 

公共調達に関しては、調達、運営、メン

テナンス、廃棄物管理（または転売）の

総費用ではなく、購入価格がよく重視さ

れます。同じことは公共建築についても

言えます。現在、一定の規模を超える建

物については総所有コストの計算が義務

づけられているにもかかわらず、購入価

格が注目されます。 

 
政府は公共調達及び公共建築の意思決定

に際して、総コストやライフサイクルア

セスメントを更に考慮していきます。公

共調達・開発の関係者が、購入価格だけ

でなく総所有コストに基づいて意思決定

できるようにするためです。よって政府

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
は、総コストやライフサイクルを考慮す

るための新しいツールを用意し、廃棄物

管理の費用や転売の収入を既存のツール

と新しいツールに取り込みます。また、

この問題を更に詳しく分析し、ガイドラ

インを作成するとともに、将来的なデジ

タル建築戦略に総所有コストを組み込み

ます。 

 

総所有コストやライフサイクルアセスメ

ントが更に普及していけば、公共調達や

公共開発に際して、長期的な経済情勢や

ソリューションの環境影響に関する意思

決定の根拠が確実に改善される可能性が

あります。ガイドラインを作って市場の

成熟を促し、総所有コストを利用するた

めの基盤を更に整備する予定です。

 
自動車の修理上限の引き上げ 

 
 アバッグを1つ以上取り替えた場

合、修理費が5,120クローネ控除

されます。加えて、2万5,000クロ

ーネのデミニマス基準が修理費に

導入されます。修理によって新車

の製造を先送りし、古い車の廃棄

を避けることができます。 

 

2017年9月、政府は自動車税の変更

についてデンマーク国民党と合意

しました。その目玉は修理上限の

引き上げです。つまり、交通事故

などで壊れた車の価値を、何%まで

なら新たな登録税の発生なしに修

理できるかという上限を、2018年

の65%から2019年には70%、2020年

以降は75%に引き上げるのです。エ 
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廃棄物とリサイクル

原材料が適切に扱わ

れる市場
 

サーキュラー型デザイン、生産、消費活

動をしても廃棄物は生まれます。更なる

サーキュラー・エコノミーを支援するた

め、当局は質の高い廃棄物リサイクルの

インセンティブを正しく整備して、でき

る限り高い価値を創出し、環境負荷をで

きる限り抑えなければなりません。廃棄

物管理に競争原理を導入し、廃棄物とリ

サイクル原材料が適切に扱われる市場を

創れば、サーキュラー・エコノミーに触

媒効果が及ぶ可能性があります。なぜな

ら、企業が価値の高い廃棄物にアクセス

し、経済規模拡大の機会や、ベストソリ

ューションを巡る競争原理が生まれるか

らです。また、ルールの運用や条件の整

合性を高めれば、全国の企業が公正に競

争できるようになります。 

 

よって政府は、廃棄物とリサイクル原材

料が適切に扱われる市場を創るため、以

下の取組みをスタートさせます。

 
取組み9：生活廃棄物の収集に

おいて、より整合性のとれた

方法を促進する 

今の廃棄物管理体制は整合性がとれておら

ず、自治体ごとに生活廃棄物の収集方法や

選別基準がばらばらです。つまり、民間の

ごみ収集業者や廃棄物処理業者は地域ごと

に異なるソリューションに合わさなければ

ならず、市場の細分化を招きます。その結

果、廃棄物処理で規模の経済が働かず、競

争が起こらず、ごみ収集や市民とのコミュ

ニケーションが最適のものになりません。 

 

政府は、環境的に優れた廃棄物管理を行う

と同時に、大規模かつ適切に扱う市場を通

じて、効率的に収集された生活廃棄物から

事業利益を上げる為、ごみ収集方法の統

一を進めたいと考えています。そこで、

地方自治体、業界団体、実業界と協力し

て、生活廃棄物の選別基準や収集システ

ムに関する共通のガイドラインを作成し

ます。ガイドラインでは何よりも、都市

部と農村部、共同住宅と戸建て住宅、リ

サイクルの意欲などの違いを考慮しなけ

ればなりません。
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取組み10：廃棄物やリサイ

クル原材料の市場で公正な

条件を確保する 

廃棄物規制は自治体間でやり方が統一さ

れていない、と企業は言います。ある自

治体で廃棄物に分類されるものが、近隣

自治体では必ずしも廃棄物と見なされな

い。あるいは、同じ廃棄物がある自治体

でリサイクル可能とされるのに、近隣自

治体では焼却が適当とされるのです。企

業の廃棄物管理に対する監視体制もまち

まちですし、多くの場合、限られた監視

しかなされません。管理や監視のあり方

に整合性がないと、企業に不平等な条件

が課され、競争が減り、廃棄物から最適

なベネフィットを得られる革新的なビジ

ネスモデルの構築が阻害されます。廃棄

物を正しく管理しようとの動機も低下し

ます。そして、条件の異なる複数の自治

体で営業する企業は、規模の経済を実現

しにくく、有効なリサイクル率向上策を

講じることが困難になります。 

 

 
 

政府は、営業する自治体にかかわらず企

業が平等に競争できる条件を整備したい

と考えています。同時に、品質や公衆衛

生、環境に対する要件を損なうことなく、

廃棄物とリサイクル原材料が適切に扱わ

れる市場を推進します。よって国内外を

問わず、廃棄物やリサイクル原材料に関

するルールの運用や管理の整合性を高め

ます。そのためにはまず、廃棄物やリサ

イクル原材料の管理・監視体制をどのよ

うにひとつにまとめればよいかを調査し

なければなりません。更に、廃棄物管理

に対する監視は、ルール違反のおそれが

大きい企業や、廃棄ルール不順守による

環境リスクが高いところを対象とします。 

 
プラスチックアクションプランとデポジットリファンド制度 

 
 
2018年の秋、政府はプラスチックア

クションプランを立ち上げます。眼

目はデポジットリファンド制度の拡

大で、フルーツジュースや濃縮フル

ーツに用いるボトルも対象となりま

す。これにより5,200万本のボトルが

更にリサイクルされる見込みです。 

 

プラスチックは便利な製品で、それ

が不可欠なケースも少なくありませ

ん。プラスチックのない暮らしは想

像できませんが、更に高い意識をも

って、賢く、環境を損なわずに利用

する必要があります。 
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取組み11：廃電気・電子機器

（WEEE）の管理を自由化する 

WEEEには有価金属をはじめとする数多く

の物質が含まれていますが、現在はその

ポテンシャルが活かされているとは到底

言えません。理由は主に、WEEE収集の最

大50%が正式な収集システム外で行われて

いること、収集においてリサイクルが重

視され、再利用の価値が失われているこ

とにあります。また、現状の市場構造の

せいで、必要な技術開発への投資に対す

るリスク選好度が低くなっています。 

 
政府は物質の価値を更に活用する形で、

WEEEの管理を自由化したいと考えていま

す。そこで認定企業に対して、家庭から

WEEEを集めて再利用・リサイクルする機

会を与えて、合法的な廃棄物管理を選び

やすくするとともに、合法的な収集に対

する監視を簡素化します。また、再利用

の可能性を保つには、WEEEをより丁寧に

収集しなければなりません。

 

取組み12：サーキュラー・

エコノミーの規制障壁に対

応するための基金を設立す

る 

サーキュラー・エコノミーを促進する規

制措置のための基金を設立します。この

基金は主に、廃棄物、バイオエコノミー

などの分析を受けた重点的なフォローア

ップに使うことができます。ユーティリ

ティ戦略などとの関連で、追って、更な

る分析・実行の必要性に優先順位をつけ

ることも可能になります（同戦略に関し

ては、サーキュラー・エコノミー促進の

主な取組みを含むかどうかを評価）。

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
5デンマークの場合は、

自治体廃棄物＝生活廃

棄物＋他の発生源から

の同様の廃棄物（デン

マーク語で

husholdningsaffald og 

lignende affald fra 

andre kilder）。

新たなリサイクル目標を持つ6つの改正廃棄物指令 
 

2018年5月、6つの改正廃棄物指令

がEUで採択されました。そこには

各加盟国の廃棄物リサイクルにつ

いて、意欲的で拘束力のある目標

がいくつか盛り込まれています。 

 

全加盟国で自治体廃棄物のリサイク

ル率は、最低でも2025年に55%、2030

年に60%、2035年に65%を達成しなけ

ればなりません5。包装廃棄物のリサ 

イクル率は、最低でも2025年に

65%、2030年に70%が義務づけられ

ています。 

 

廃棄物指令にはまた、有機廃棄物

の発生源分別に関する新しい要件

（2023年～）や、包装廃棄物の拡

大生産者責任に関する新要件

（2025年～）も盛り込まれていま

す。 
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建築物とバイオマス

のサーキュラー・ 

エコノミー
 

 

 

 
 

建築・建設部門と食品産業は、デンマー

クのサーキュラー・エコノミーにとって

経済的・環境的にきわめて大きな可能性

を持っています。建築・建設部門だけで

もデンマークで発生する全廃棄物の約3

分の1を占めますが、同部門から出る廃

棄物の大部分は非常に安い価格で回収さ

れています。環境負荷物質を含む廃棄物

を分離し、建築物の解体時に出る有価物

質を獲得できれば、リサイクル原材料の

市場を更に活性化できます。食品業界で

は、バイオマス（農業、林業、漁業、食

品製造業の残余物など）を生体成分に変

換でき、それを様々な目的で回収するこ

とができます。たとえばバイオマスの生

物変換によって、砂糖、リグニン、メタ

ン、脂肪、たんぱく質を作り、そこから

医薬品、食品、飼料、資材、エネルギー

を作ることができます。 

 

そこで政府は、建築物やバイオマスから

より多くの価値を引き出すため、以下の

取組みをスタートさせます。 

 

 

 
 

取組み13：自発的にサステナ

ブル・クラスに分類する 

建築部門では、建設資材の生産に新しい

原材料を使い、建築物に環境負荷物質を

使うことが比較的多くなっています。ま

た、建設資材のトレーサビリティが限定

的なため、価値の高いリサイクルや再利

用のチャンスがあまりありません。新し

い建築物の「内包エネルギー」（生産と

廃棄物管理に使われるエネルギーの総和）

は、建物の全寿命におけるエネルギー消

費の最大50%を占めることがあります。現

在、建設資材の「内包エネルギー」を、

建物のエネルギー計算に含めなければな

らないとの規定はありません。 

 

もし国際的な基準となる建築物“パスポ

ート”ができたら、建設資材のリサイク

ルのチャンスが増え、保全・改修費用も

削減できるでしょう。また、環境負荷物

質を含む建設資材の管理や除去を体系的

に行いやすくなります。 
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政府は公衆衛生や安全、耐久性、生産性、

競争条件を損なうことなく、建築部門で

サーキュラー・エコノミーを強化したい

と考えています。そこで建築物規制の一

環として、サステナブルであることを証

明するクラスに自発的に分類することを

検討しています。クラスに分類すること

で、建設資材の内包エネルギーを含める

べきかどうかを検討しなければなりませ

ん。将来、サステナブル・クラスのおか

げで建築部門の資源効率が高まり、建設

資材の再利用やリサイクルが盛んになる

でしょう。サステナブル・クラスが実際

に建築物の環境負荷物質を段階的に削減

し、建設資材の再利用やリサイクルの後

押しや、総エネルギー消費を減少させて

いるか調査される必要もあるでしょう。 

 

更に、建築物のエネルギー計算に当たっ

て用いる内包エネルギーの分析を外部に

委託します。建築部門における環境負荷

物質のトレーサビリティ改善、建設資材

の価値向上、メンテナンス費用の削減、

環境・健康リスクの低減をする為に、政

府は分析を委託することで、将来的な国

際基準である“パスポート”が建築物に

おけるセーフガード的な役割を早めに果

たします。 

 

取組み14：選択的な解体を普

及する 

既に現在、企業は廃棄物をリサイクルで

きるよう発生源分別する義務を負ってい

ます。しかし、すべての会社がそのルー

ルを守っているとはとても言えません。

計画を立てずにスピーディーに解体する

場合は、建設資材が分別されず、価値の

高い廃棄物を分離しづらくなります。埋

め立てに際して環境負荷物質が安全に管

理されず、リサイクルないし回収される

危険も高まります。既存のルールがリサ

イクルを重視する場合、いわゆる「選択

的な解体」は建設資材の再利用の重視に

つながります。 

 

政府は新しい建築物の建設資材の再利用

を促し、解体に伴う価値の喪失を減らし

たいと考えています。そのためには、デ

ィベロッパーが既存のルールをより守り

やすくし、当局とのコミュニケーション

を円滑にし、選択的な解体を広めなけれ

ばなりません。政府はまた、ルールを守

っている多くの企業に公正な条件を提供

したいと考えています。そこで業界団体

と共に、解体計画や訓練の標準化方法を

検討し、経済や環境への影響を分析した

上で、どの建物や改修を選択的な解体の

対象にするかを合意します。各取組みは

政府の「バーデンストップ（余分な規則

を除いた）」原則に従ったものとします。

また、政府は建築廃棄物のトレーサビリ

ティを改善します。 
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取組み15：バイオマスを更

に有効活用する 

バイオリファイニング（生物精製）を推

進すれば、光合成を活用できる期間が長

く、バイオマスの生産量が多い、新しい

タイプの作物や収穫システムにビジネス

チャンスが生まれます。また、バリュー

チェーン全体で食品の廃棄を防げば、食

品業界からの環境負荷を減らし、企業や

市民のコスト削減をもたらすことができ

ます。 

 
政府は、バイオマスの価値をできる限り

活用できる枠組みを創りたいと考えてい

ます。そのため、現在の補助金構造の中

であらゆる外部性が検討されたかどうか

を分析します。この分析は、デンマーク

のバイオエコノミー開発の長期的方向性

を決める、将来的な「バイオエコノミー

戦略」の基礎を担う要素のひとつです。

政府は実業界と協力の上、持続可能なバ

イオマス生産の数量や価値を増やすとの 

観点から、市場重視の新しいバリューチ

ェーンの創出に貢献したいと考えていま

す。また、食品廃棄の防止が広く社会に

定着するよう、民間関係者とともに食品

廃棄物に関するシンクタンクの設立を目

指します。シンクタンクで実施するプロ

ジェクトの資金は官民共同で負担します。

まずは4年間運営し、定期的な評価を行

います。目標は、シンクタンクが長期的

に資金を自己調達できるようになること。

食品廃棄物に関する国連「持続可能な開

発目標」に触発されて、バリューチェー

ンを越えた知識レベルの向上や協力強化

を目指すとともに、デンマークを食品廃

棄の防止に関する国際的なフロントラン

ナーにするべく、官民の幅広い関係者に

知識を普及させます。

 
バイオエコノミー推進に向けたその他の政策 

 
 
2017年6月、穀物などよりも環境や

気候に好影響を及ぼす農産物の利

用を促すグリーンバイオマスの生

物精製パイロットプラントに、800

万クローネが配分されました。ク

ローバーのバイオリファイニング

によって、バイオガス生成用原

料、家畜飼料用の油粕、高機能飼

料用のたんぱく質濃縮物ができま

す。パイロットプラントの目的

は、この技術のブラッシュアップ

や実証です。こうした施設のコス

トダウンを図り、需要を生み出

し、期待される効果を調査するの

がねらいです。 

 

加えて、2018年1月からの規制をめ

ぐる政治合意に伴い、バイオリフ

ァイニングの開発・商業化（例：

グリーン・バイオリファイニン

グ・プラントを全国に設立）に

2,500万クローネが配分されまし

た。更に、事業・起業プロジェク

トに関する政府、デンマーク社会

自由党、デンマーク国民党の合意

に伴い、高度バイオ燃料の生産に

毎年2,000万クローネ（2019～2025

年）が配分されることになりまし

た。 
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